
 
 
 
（図表２）東海地震、東南海・南海地震の発生ケースごとの全国被害想定（最大値）

（注）１．数字は概数。内訳と合計は必ずしも一致しない。
　　　２．発生確率については06年１月１日時点を基準とする。尚、文部科学省地震調査研究推進本部によると、
　　　　　「－」の箇所は科学的に実証するのが困難なため推計していない。
　　　３．全壊棟数は午後6時発生、死者数は午前5時発生を想定。
　　　４．火災については関東大震災発生時と同様の風速15m/sを想定。
　　　５．津波については避難意識が低い場合（未避難率80％）（1983年の日本海中部地震のケース）を想定。
　　　６．経済的被害については午後6時発生を想定。東海地震については地震予知情報がなく突発で発災したケースを想定。
　　　　　また内閣府中央防災会議によると、「－」の箇所は試算していない。
　　　７．直接被害とは、個人住宅の被害、企業施設の被害、ライフライン被害等を指す。
（資料）文部科学省 地震調査研究推進本部 地震調査委員会「今までに公表した活断層及び海溝型地震の長期評価結果一覧」（2006）
         内閣府 中央防災会議 東南海、南海地震等に関する専門調査会「東南海、南海地震の被害想定について」（2003）
         により作成。
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（図表３）東海地域の人口10万人以上の市町村のうち、今後30年以内に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率
           

（注）１．分析地点は各市の市役所所在地。
　　　２．05年１月１日時点を基準とする。
　　　３．人口は05年国勢調査に基づく。
（資料）防災科学技術研究所HP「地震ハザードステーション」により作成。

（図表４）東海、東南海地震が発生した場合の東海地域の被害額

（単位：億円）
名目GDP （A）/（D） （B）/（D） （C）/（D）

想定被害額（A） 想定被害額（B） 想定被害額（C） (02年度）
直接 間接 直接 間接 直接 間接 （D）

東海地域合計 99,608 58,041 41,567 123,450 71,062 52,388 160,662 94,342 66,320 628,858 15.8% 19.6% 25.5%
愛知県合計 35,171 19,561 15,610 76,144 44,329 31,815 79,543 46,427 33,116 334,630 10.5% 22.8% 23.8%
名古屋市 6,741 4,022 2,720 16,472 10,369 6,103 17,535 11,077 6,457 119,865 5.6% 13.7% 14.6%
豊橋市 6,839 4,084 2,755 12,131 7,501 4,630 12,298 7,611 4,688 14,081 48.6% 86.1% 87.3%
岡崎市 3,431 1,958 1,473 7,439 4,464 2,975 7,745 4,659 3,086 13,004 26.4% 57.2% 59.6%
一宮市 1,135 590 544 2,569 1,418 1,152 2,677 1,481 1,196 9,484 12.0% 27.1% 28.2%
半田市 276 130 146 1,210 642 568 1,298 692 606 5,112 5.4% 23.7% 25.4%
春日井市 902 468 434 1,700 924 775 1,813 991 823 9,029 10.0% 18.8% 20.1%
豊川市 1,515 800 715 2,464 1,350 1,114 2,507 1,375 1,132 5,862 25.8% 42.0% 42.8%
碧南市 440 216 224 1,304 696 609 1,338 715 623 3,623 12.2% 36.0% 36.9%
刈谷市 1,042 546 495 2,355 1,311 1,045 2,443 1,363 1,080 7,160 14.5% 32.9% 34.1%
豊田市 4,909 2,861 2,048 8,778 5,308 3,470 9,150 5,547 3,603 37,860 13.0% 23.2% 24.2%
安城市 1,895 1,039 857 4,002 2,309 1,694 4,178 2,417 1,761 8,409 22.5% 47.6% 49.7%
西尾市 879 455 424 2,467 1,377 1,090 2,544 1,424 1,121 5,976 14.7% 41.3% 42.6%
蒲郡市 395 192 203 1,194 633 561 1,236 657 579 2,424 16.3% 49.3% 51.0%
東海市 306 146 160 990 517 473 1,057 555 502 6,128 5.0% 16.2% 17.2%
田原市 351 170 180 1,138 609 529 1,167 626 541 6,263 5.6% 18.2% 18.6%

岐阜県合計 4,318 2,120 2,197 6,609 3,382 3,226 7,181 3,694 3,487 71,235 6.1% 9.3% 10.1%
岐阜市 1,471 789 682 2,586 1,443 1,143 2,768 1,552 1,216 15,138 9.7% 17.1% 18.3%

三重県合計 1,557 734 824 11,912 6,542 5,369 12,614 6,952 5,662 65,449 2.4% 18.2% 19.3%
津市 280 131 149 2,361 1,291 1,070 2,487 1,365 1,122 9,888 2.8% 23.9% 25.2%
四日市市 580 291 289 2,523 1,412 1,111 2,671 1,500 1,170 13,088 4.4% 19.3% 20.4%
伊勢市 112 50 63 2,124 1,179 945 2,222 1,237 985 3,963 2.8% 53.6% 56.1%
松阪市 73 30 43 1,339 705 634 1,437 761 676 5,643 1.3% 23.7% 25.5%
鈴鹿市 208 96 112 1,367 732 635 1,485 800 685 7,448 2.8% 18.4% 19.9%

静岡県合計 58,563 35,626 22,937 28,786 16,808 11,978 61,325 37,269 24,056 157,543 37.2% 18.3% 38.9%
静岡市 19,042 12,989 6,053 5,366 3,459 1,907 19,727 13,495 6,232 26,448 72.0% 20.3% 74.6%
浜松市 17,443 10,814 6,629 14,516 8,911 5,605 16,311 10,070 6,241 29,326 59.5% 49.5% 55.6%
沼津市 2,866 1,617 1,249 671 341 330 3,827 2,202 1,625 9,063 31.6% 7.4% 42.2%
三島市 821 423 398 211 97 114 1,176 623 553 3,524 23.3% 6.0% 33.4%
富士宮市 1,039 545 494 211 97 113 1,152 609 543 4,906 21.2% 4.3% 23.5%
富士市 3,486 1,993 1,494 512 254 258 4,150 2,400 1,750 9,841 35.4% 5.2% 42.2%
磐田市 2,343 1,243 1,100 1,683 870 813 2,323 1,233 1,090 14,654 16.0% 11.5% 15.9%
焼津市 2,179 1,206 973 666 338 328 2,259 1,253 1,006 4,850 44.9% 13.7% 46.6%
掛川市 1,288 665 623 850 425 425 1,309 677 632 5,996 21.5% 14.2% 21.8%
藤枝市 1,545 834 710 715 365 350 1,579 854 725 4,447 34.7% 16.1% 35.5%

（注）１．各県の内訳は、東海、東南海地震同時発生時に被害総額（＝直接＋間接）が1,000億円以上になる自治体を掲載。
　　　２．直接被害額とは、震災が直接引き起こした被害で、金額として算出可能なものの合計を表す。元の状態に戻すのに必要な再調達価格。
　　　３．間接被害額とは、震災後１年間における生産、雇用、消費などの機会的損失を表す。
　　　４．ここでは津波や斜面崩壊における被害額は考慮していない。
　　　５．市町村は06年２月１日現在。
（資料）（財）地震予知総合研究振興会「東濃地震科学研究所報告 Seq. No.15」により作成。 

東海 東南海 東海・東南海（同時発生）

（単位：％）
愛知県 岐阜県 三重県 静岡県
名古屋市 35.7 岐阜市 7.6 津市 58.5 静岡市 86.0
豊橋市 88.8 大垣市 21.1 四日市市 48.2 浜松市 81.0
岡崎市 61.1 多治見市 17.1 松阪市 55.8 沼津市 76.9
一宮市 23.7 各務原市 12.0 桑名市 32.2 三島市 61.0
瀬戸市 26.0 鈴鹿市 52.7 富士宮市 82.4
半田市 80.9 伊賀市 18.7 富士市 86.2
春日井市 26.4 磐田市 89.8
豊川市 85.1 焼津市 89.4
刈谷市 55.5 掛川市 76.0
豊田市 47.8 藤枝市 84.6
安城市 60.0
西尾市 77.1
小牧市 21.3
稲沢市 32.0
東海市 22.9

 
 



 

（図表５）今後、中長期的にみた防災関連支出（計画策定・運用費、耐震・バックアップ投資等）について

（単位：％）

全産業
製造業
素材型
加工組立型

非製造業
電力・ガス
その他

（注）．nは回答企業数。また四捨五入の関係で、割合の合計は必ずしも100％にはならない。以下同じ。

（図表６）今年度、設備投資額全体に占める防災関連投資の割合について

①：1％未満、②1％～5％、③5％～10％、④10％～25％、⑤25％以上

（単位：％）
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製造業
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電力・ガス
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（単位：％）
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製造業
素材型
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電力・ガス
その他

（注）１．平均は①～⑤の各選択についてそれぞれ0.5％、3％、7.5％、12.5％、25％を適用して算出した。
　　　２．投資額加重平均は、設備投資計画調査に回答のあった企業を対象に2005年設備投資見込額に
　　　　　防災関連割合を乗じて合算し、投資額全体に対する割合を算出した。
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（図表７）防災計画、事業継続計画（BCP）の策定状況

①：特に防災関連の計画はない
②：避難、安否確認等の応急対応を中心とした防災計画がある
③：応急対応を含む防災計画を策定し、事業継続計画にも着手している
④：事業継続計画を含む防災計画を策定済みである

（単位：％）

全産業
製造業
素材型
加工組立型

非製造業
電力・ガス
その他

（図表８）防災あるいは安全・安心への取組みに関する対外的な情報開示・広報活動

①：行っていない、②行ったことがある、③継続的・定期的に行っている（社会環境報告書への記載など）

（単位：％）
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製造業
素材型
加工組立型

非製造業
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その他

（図表９）地震等の大規模災害に備えた財務手当（地震保険、現預金積増し、リスクファイナンス等

①：特にない
②：物的損害を対象とするが、金額や対象リスク範囲などが不十分
③：主たる事業所の物的損害は概ねカバーしている
④：物的損害を概ねカバーし、非常時の操業・復旧資金の手当てを検討中である
⑤：物的損害に加え非常時の操業・復旧資金の手当てを行っている
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（図表10）今後取り組むべき防災対策について（最大４つまでの複数回答）

東　海

n= 151 55 14 41 96 11 85
全産業 製造業 非製造業

素材型 加工組立型 電力・ガス その他
順位 順位 順位 順位 順位 順位 順位

従業員の教育・訓練 60% (1) 51% (2) 64% (1) 46% (2) 65% (1) 73% (1) 64% (1)
防災計画・マニュアルの整備 56% (2) 58% (1) 64% (1) 56% (1) 54% (2) 73% (1) 52% (2)
情報システムのバックアップ 36% (3) 36% (5) 57% (3) 29% (5) 37% (4) 0% (9) 41% (3)
安否確認・通信手段の確保 36% (3) 33% (6) 57% (3) 24% (8) 39% (3) 27% (4) 40% (4)
ハードの耐震化・風水害対策 36% (3) 44% (3) 36% (5) 46% (2) 32% (5) 46% (3) 31% (6)
取引先との協力体制 31% (6) 40% (4) 21% (7) 46% (2) 25% (7) 9% (6) 27% (7)
地方自治体、住民等との連携 29% (7) 26% (8) 14% (9) 29% (5) 31% (6) 18% (5) 33% (5)
事業所内の設備類転倒防止策 19% (8) 29% (7) 29% (6) 29% (5) 14% (9) 9% (6) 14% (9)
財務手当 19% (9) 20% (9) 21% (7) 20% (9) 18% (8) 0% (9) 20% (8)
水・食料等の備蓄 9% (10) 11% (10) 0% (10) 15% (10) 7% (10) 9% (6) 7% (10)
防災関連商品・サービスの開発 2% (11) 0% (12) 0% (10) 0% (12) 3% (11) 0% (9) 4% (11)
在庫の積み増し 1% (12) 2% (11) 0% (10) 2% (11) 1% (12) 0% (9) 1% (12)

ＢＣＰを策定している企業 n= 16 5 1 4 11 6 5
全産業 製造業 非製造業

素材型 加工組立型 電力・ガス その他
順位 順位 順位 順位 順位 順位 順位

従業員の教育・訓練 75% (1) 60% (1) 100% (1) 50% (2) 82% (1) 83% (1) 80% (1)
ハードの耐震化・風水害対策 44% (2) 40% (3) 0% (5) 50% (2) 46% (2) 50% (2) 40% (4)
取引先との協力体制 44% (2) 60% (1) 0% (5) 75% (1) 36% (4) 17% (5) 60% (2)
防災計画・マニュアルの整備 38% (4) 20% (6) 0% (5) 25% (4) 46% (2) 50% (2) 40% (4)
安否確認・通信手段の確保 38% (4) 40% (3) 100% (1) 25% (4) 36% (4) 33% (4) 40% (4)
地方自治体、住民等との連携 31% (6) 40% (3) 100% (1) 25% (4) 27% (6) 17% (5) 40% (4)
情報システムのバックアップ 25% (7) 20% (6) 100% (1) 0% (9) 27% (6) 0% (7) 60% (2)
事業所内の設備類転倒防止策 6% (9) 20% (6) 0% (5) 25% (4) 0% (9) 0% (7) 0% (9)
財務手当 13% (8) 20% (6) 0% (5) 25% (4) 9% (8) 0% (7) 20% (8)
水・食料等の備蓄 0% (10) 0% (10) 0% (5) 0% (9) 0% (9) 0% (7) 0% (9)
防災関連商品・サービスの開発 0% (10) 0% (10) 0% (5) 0% (9) 0% (9) 0% (7) 0% (9)
在庫の積み増し 0% (10) 0% (10) 0% (5) 0% (9) 0% (9) 0% (7) 0% (9)

他地域

n= 1413 602 231 354 811 47 764
全産業 製造業 非製造業

素材型 加工組立型 電力・ガス その他
順位 順位 順位 順位 順位 順位 順位

防災計画・マニュアルの整備 61% (1) 63% (1) 65% (1) 63% (1) 59% (2) 57% (2) 59% (2)
従業員の教育・訓練 59% (2) 57% (2) 57% (2) 57% (2) 60% (1) 66% (1) 60% (1)
情報システムのバックアップ 45% (3) 48% (3) 48% (3) 49% (3) 42% (3) 23% (7) 43% (3)
安否確認・通信手段の確保 36% (4) 36% (4) 34% (5) 39% (4) 36% (4) 43% (3) 36% (4)
ハードの耐震化・風水害対策 32% (5) 34% (5) 35% (4) 33% (5) 30% (5) 40% (4) 30% (5)
地方自治体、住民等との連携 23% (6) 19% (7) 19% (7) 18% (8) 26% (6) 32% (5) 26% (6)
取引先との協力体制 20% (7) 20% (6) 18% (8) 21% (6) 21% (7) 28% (6) 20% (7)
事業所内の設備類転倒防止策 15% (8) 17% (8) 13% (9) 20% (7) 13% (8) 11% (9) 13% (8)
財務手当 14% (9) 17% (9) 19% (6) 15% (9) 12% (9) 6% (10) 13% (9)
水・食料等の備蓄 9% (10) 6% (10) 3% (10) 8% (10) 11% (10) 15% (8) 10% (10)
防災関連商品・サービスの開発 3% (11) 2% (11) 1% (12) 3% (11) 4% (11) 2% (11) 4% (11)
在庫の積み増し 1% (12) 1% (12) 2% (11) 0% (12) 0% (12) 0% (12) 1% (12)

ＢＣＰを策定している企業 n= 101 37 13 23 64 16 48
全産業 製造業 非製造業

素材型 加工組立型 電力・ガス その他
順位 順位 順位 順位 順位 順位 順位

従業員の教育・訓練 70% (1) 62% (1) 46% (2) 70% (1) 75% (1) 81% (1) 73% (1)
地方自治体、住民等との連携 42% (2) 35% (4) 31% (3) 35% (4) 45% (2) 38% (4) 48% (2)
防災計画・マニュアルの整備 36% (3) 35% (4) 31% (3) 39% (3) 36% (3) 63% (2) 27% (5)
取引先との協力体制 35% (4) 41% (3) 23% (5) 52% (2) 31% (4) 25% (6) 33% (3)
情報システムのバックアップ 32% (5) 43% (2) 77% (1) 26% (6) 25% (6) 13% (8) 29% (4)
安否確認・通信手段の確保 28% (6) 22% (7) 23% (5) 22% (8) 31% (4) 44% (3) 27% (5)
ハードの耐震化・風水害対策 27% (7) 30% (6) 23% (5) 30% (5) 25% (6) 38% (4) 21% (7)
事業所内の設備類転倒防止策 17% (8) 16% (8) 0% (9) 26% (6) 17% (8) 19% (7) 17% (8)
財務手当 8% (9) 11% (9) 15% (8) 9% (9) 6% (10) 0% (10) 8% (10)
水・食料等の備蓄 8% (9) 0% (10) 0% (9) 0% (10) 13% (9) 13% (8) 13% (9)
防災関連商品・サービスの開発 4% (11) 0% (10) 0% (9) 0% (10) 6% (10) 0% (10) 8% (10)
在庫の積み増し 0% (12) 0% (10) 0% (9) 0% (10) 0% (12) 0% (10) 0% (12)

 



（図表11）防災格付に基づく「防災対応促進事業」融資制度について

（図表12）㈱巴川製紙所に対して組成した「地震災害時発動型ファイナンス」のスキーム

 日本政策投資銀行

「防災に対する企業の取組み」自己評価項目表

融資対象外

企業

未達

(1)～(4)に加え、(5)または(6)を満たすこと
(1) 応急対応を中心とした防災計画の策
定
(2) 生命安全確保策の整備
(3) 施設安全策及び設備の状況把握
(4) 教育・訓練の実施
(5) 周辺地域への二次災害防止策の整備
(6) 点検・見直し体制の整備

以下から４つ以上を満たすこと
(7) 事業継続計画（ＢＣＰ）の策定
(8) 建築物の耐震化等の施設減災対応
(9) 重要業務のバックアップ体制整備
(10) 地域連携の実施
(11) サプライチェーンにわたる防災対応
(12) 情報公開・社会貢献への取組み

必須・基礎項目を中心とする要件
基礎・推奨項目を中心とする要件

融資対象事業
● 計画・マネジメント （ＢＣＰの作成 等）● 施設減災対応 （耐震診断・改修
等）
● 生命安全確保 (二次災害防止策 等）● バックアップ体制整備 （情報系 等）

対象事業費の50％まで

中央防災会議
（内閣府）

【政策金利Ⅰ】

既
存
の
防
災
の
取
組
み

新
規
の
取
組
み

合格

合格

準拠した独自評価システム

【政策金利Ⅱ】

資融

必
須
基
礎
推
奨

0 12 2

○

○

○

○

○

○

○

☆

○

○

○

○

○

☆

Ⅰ－ｃ－５．災害発生時における連絡・通信手段が確保されていますか？

Ⅰ－ｃ－６．営業時間外（夜間、休日等）の指揮命令系統が整備されていますか？

属性

Ⅰ－ｂ－３．安否確認についての対策の策定、訓練の実施につき計画に明記されて
いますか？

Ⅰ．方針・計画

Ⅰ－ａ．方針

Ⅰ－ｂ．計画

Ⅰ－ａ－１．企業全体に対して明らかにしている経営方針に防災に関する事項が含
まれていますか？

Ⅰ－ｂ－２．緊急避難についての対策の策定、訓練の実施につき計画に明記されて
いますか？

Ⅰ－ｃ－２．防災を明示的に所管し、日常の主たる業務としている部署があります
か？

Ⅰ－ｃ－３．防災に関し、経験・訓練等を通じて必要な知識を持つ要員が確保されて
いますか？

Ⅰ－ｂ－１．企業全体の経営計画に防災に関する事項が含まれていますか？

Ⅰ－ｂ－７．災害対策の計画を策定するにあたり、複数のシナリオ（災害の種類と程
度）が想定されていますか？

Ⅰ－ｃ．組織体制と指揮命令系統

設問

Ⅰ－ｃ－１．平時より防災を統括する組織がありますか？また、その組織には経営層
がメンバーに含まれていますか？

Ⅰ－ｂ－４．二次災害の防止についての対策の策定、訓練の実施につき計画に明記
されていますか？

Ⅰ－ｂ－５．施設が立地している地域で想定されている災害について、災害が発生し
た場合に経営に与える影響を評価していますか？

Ⅰ－ｂ－６．災害時に優先的に継続すべき重要な事業について選定し、目標とする
復旧時間を定めていますか？

Ⅰ－ｃ－４．災害発生時における指揮命令系統が明確に定められていますか？

防災に関する事項が含まれてい

ない。

特定の事業分野にのみ防災に

関する事項が含まれている。

全ての事業分野において防災に

関する事項が含まれている。

防災に関する事項を含んだ計画がない。
0 0 0

部門レベルの計画に防災に関する事項が含

まれているが、全社的な計画として経営者の

承認を得たものとはなっていない。
0 1 2

経営者の承認を得た全社的な計画に防災に

関する事項が含まれている。 0 2 3

位

置

付

け

（
深

さ

）

Ⅰ－ｂ－１．企業全体の経営計画に防災に関する事

項が含まれていますか？

（広さ） 経営計画の対象範囲

評価の流れ

項目毎に達成度、先進度(合否)を判定

(１)～(１２)の要件につき、構成する項目
の充足度に基づく合否判定

金利段階での合否判定

各項目では、法令、ISO/ＪＩＳ等の規準、企業での普及状
況等を踏まえ合格ラインを設定。この例では、レベル３を
求める。

 


